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「 生きる、を支える科学技術 SCIENCE FOR RESILIENCE 」という価値観のもと、
地震、津波、火山噴火、暴風、豪雨、豪雪、洪水、地すべりなどによる

あらゆる自然災害に対する①予測力、②予防力、③対応力、④回復力の
総合的な向上を図る研究開発を実施

基 本 情 報 主 な 拠 点

役 員：理事長 寶 馨
理 事 阿蘇 隆之
監 事 小杉 健二

神野 紀恵（非常勤）

職員数：339名(うち研究職 155名、事務職 184名)

※令和6年(2024年)4月現在、常勤のみ

昭和38年(1963年) 4月 国立防災科学技術センター設立
平成13年(2001年) 4月 独立行政法人化
平成27年(2015年) 4月 国立研究開発法人防災科学技術

研究所に名称変更

79.5億円 ※令和6年度(2024年度)予 算：

沿 革：

名 称： 国立研究開発法人 防災科学技術研究所

防災科研（国際的にはNIED）
ぼうさいかけん

略 称：

National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience 

エヌアイイーディー

寶 理事長

たから かおる
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内閣府資料より

SIP第3期：スマート防災ネットワークの構築

⚫総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）が、Society5.0の実現に向けてバックキャストにより、社会的課
題の解決や日本経済・産業競争力にとって重要な課題をトップダウンで決定。基礎研究から社会実装までを見
据えて一気通貫で研究開発を推進。

⚫14課題のうち一つとして「スマート防災ネットワークの構築」が選定。
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衛星・地上の多様なセンシングデータから、最新の被害状況の全容を捉えた情報プロダクツを創出
災害対応者が利用可能なサービス化や、産官学民連携の研究開発を行う社会実装基盤を構築

研究開発 目指す姿現状

サブ課題A「災害情報の広域かつ瞬時把握・共有」

•IoTの進展によって、多様
なセンサが世の中に普及し
ているが、それらは個別に活
用されている状況
•既存センサを有効活用し、
より迅速かつ的確な初動対
応、要救助者や犠牲者の
発生抑止に繋げる必要が
ある

災害対策本部

• 衛星・地上のセンサ群を迅速に収集・集約し、
統合することで被害状況を常時推計

• 災害対応者が知りたい時、知るべき時に被害
状況を提供することで瞬時把握を実現

多様なセンサを活用し、鮮度の
高い情報を活用した迅速・的確
な災害対応を実現
⇒ Society5.0へ貢献

マルチセンシング
データ常時解析・

可視化・共有
システム

衛星マルチ
センシングデータ
統合システム

•最 先 端 の 小 型
SAR衛星コンステ
レーションを活用

評価・検証プラットフォーム
産官学民が連携したセンサ活用の
バーチャル実験環境を構築

サービスプラットフォーム

災害情報配信サービス・アプリ開発に
よる行政・民間へのサービス化

他課題や
サブ課題
との連携

サービス化

研究開発の促進

•昼夜天候を問わない
被害状況の瞬時把握
と多角的な詳細把握

ITテストベッド

センシングデータ
収集・集約
システム

•非防災分野のセン
サから観測データを
常に収集・集約

被害推計
プロダクト

パソコンを使う作業員のイラスト（男性）マルチ
センシング

データ

災害情報配信
サービス・アプリ

被
害
状
況

常
時
解
析

コンソーシアム

研究開発責任者
防災科研 田口 仁
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https://www.irasutoya.com/2016/08/blog-post_42.html
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様々な災害情報が登場
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災害対策本部 情報班

道路通行状況 空中写真

水位計

ライブカメラ気象レーダ

地震被害推定

ソーシャルメディア・SNS

衛星データ

提供される災害情報はさらに多様となり、把握するための手間も増大するおそれ
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被害状況把握の「これまで」と「これから」

⚫これまで
◼マルチソース / マルチプロダクツ

⚫各種情報が個別のプロダクト（マルチプロ
ダクト）として生成・提供

⚫空間解像度や観測間隔がバラバラ

⚫プロダクトを個別に理解して参照する必要

今後、様々なデータ／情報が登場したと
しても、災害時の混乱した状況下では、
被害状況の把握に活用されない恐れ

災害対応者が個別センサを意識せ
ず、知りたい時、知るべき時に把握す
べき
被害状況が把握可能

⚫災害対応に必要な被害状況がまとまった
シングルプロダクトとして提供

⚫観測タイミングや対象エリアの制約等を意識
せずに活用が可能

災
害
現
場

？

⚫ これから
◼ マルチソース / シングルプロダクト

災
害
現
場

被害把握

!

これからのプロダクト： マルチソース ／ マルチプロダクツ →  シングルプロダクト
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研究開発の全体像
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1.衛星マルチセンシングデータ統合技術
の研究開発

3.災害時被害状況常時把握技術の研究開発

衛
星
セ
ン
サ

地
上
セ
ン
サ

災害情報、気象データ

被害推定、予測データ

航空機、ヘリコプター：民間企業

ドローン：民間企業、実動組織

SNS：Twitter、チャットボット

家電センサ：民間企業

カメラ映像：自治体

車流：民間企業

その他センサ（他のサブ課題を含めて順次連携）

人流：民間企業

建物センサ：国、自治体、民間

民間企業

府省庁

指定公共機関

マルチセンシングデータ
常時解析・可視化・共有システム

2.地上マルチセンシング
データ収集・集約技術
の研究開発

開発者、有識者
想定利用者 等

評価・検証PF

他課題やサブ課題B～Eの
情報も活用

時
空
間
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

マ
ル
チ
セ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
常
時
取
得

・サブ課題B～E

・他課題

セ
ン
サ
デ
ー
タ
収
集
・
集
約
シ
ス
テ
ム

収
集
・
集
約
さ
れ
た
デ
ー
タ
・
情
報

Zone A 研究開発

Zone B ビジネス

Zone G 公的機関

社会実装

被
害
状
況
常
時
解
析
処
理

JAXA基幹衛星：ALOS-2, 4

小型SAR衛星：ICEYE、Synspective、QPS 他

大型光学衛星：SPOT-6/7、WV 他

大型SAR衛星：CSK、RADARSAT 他

小型光学衛星：Planet、Axelspace 他

衛
星
マ
ル
チ

セ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ

統
合
シ
ス
テ
ム

自治体

常
時
被
害
把
握
プ
ロ
ダ
ク
ト
生
成

衛星マルチセンサ、地上マルチセンサ、常時解析技術の３つの研究開発テーマ
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家電センシングデータ収集・集約・発信技術の研究開発（シャープ）

9

研 究 開 発 要 素 期 待 さ れ る 成
果

現 在 の 状 況

⚫家電から、電力・通信インフラ状況の推定が可能な稼働状況や、在宅状況を収集・集約する技術を開発
⚫業界団体へ働きかけを行い標準化を図り、特定家電メーカーに依存しない社会実装を実現

センサとしての家電
家電が持つセンサを活用した機能
やサービスが出てきている。

メーカー内での利用に限定
外部での活用はできていない。

リアルタイムに取得し、災害情報
として可視化する技術は未確立。

災害情報の収集

家電の収集データで、停電等を
推測するための技術は検証済み。

災害情報の発信
スピーカーやディスプレーで情報
発信機能を備えた家電が普及

災害情報の発信手段として活用
できる可能性がある。

災害対応者

・あらゆる場所に設置されている
家電から被害の把握に有効な
情報が短時間で得られる。
・家電から直接災害情報を伝達
できるため、家の中にいる住民
の対応力向上につながる。

家電業界
・災害情報の瞬時把握に家電の
データをリアルタイムに利用する
モデルケースを確立できる。
・標準化を図ることで、家電製品に
「命を守る」という新たな付加価値
を与えることができ、家電業界の
活性化に繋がる。

消費者
・生活に必要な商品を購入すること
で、便利さと安心感の両方を入手
できる。

全国に存在する家電から得られるセンシングデータを
リアルタイムで取得し、プライバシー等に配慮し、
データ処理を行う技術開発

同報性が必要な災害情報の伝達に使用できるよう、
家電からタイムラグなく一斉に同報できるための
ブロードキャスト技術を開発

①リアルタイムデータ処理技術の開発

②災害情報発信技術の開発

災害対応機関

（国・自治体等）

発話機能
本体ディスプレー

温湿度
各種センサー値
運転状況

③業界標準化

電子情報技術産業協会（JETA）スマートホーム部会や
エコーネットコンソーシアムの協力を得て、業界標準化
に取り組む
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令和4年3月16日23時36分頃の福島県沖の地震
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最大停電個数
東北電力：約148,100戸
東京電力：約2,085,430戸
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家電の稼働率（シャープ）：テレビの視聴台数変化
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輪島市

能美市

提供：シャープ
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メディア報道

NHK WORLD BOSAI: Science that Can Save Your Life

#49 Phase Free - Disaster Preparedness in Everyday Life

https://www3.nhk.or.jp/nhkworld/en/shows/2090045/ 

Phase Free is a disaster preparedness concept that does not distinguish between everyday life 
and emergency situations. We'll see how everyday items can be used in times of disaster as well.

The National Research Institute for Earth Science and Disaster Resilience (NIED) is conducting 
research to understand power outages at a more detailed level by analyzing the internet 
connection rate of IoT home appliances during disasters.
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https://www3.nhk.or.jp/nhkworld/en/shows/2090045/
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異常域

リアルタイム家電稼働
状況に基づく異常域

リアルタイム道路通行実績に
基づく異常域

異常道路区間 異常域

②地上センサ等による異常域周辺の状況確認

まだまだ雨が激しく、もっと
浸水しそうです。

これでは明日の学校は休校
だな…。

ライブカメラ

SNS投稿

拡大

浸水域推計

被害域

SAR衛星観測データ

④詳細観測センサによる被害域の詳細確認

光学衛星写真

ドローン・航空機映像

①常時観測地上センサによる異常域・暴露量推計

③人工衛星による被害域・被害量推計

多種センサ統合による被害状況常時推計フロー（イメージ）

©Planet
©Copernicus Sentinel Hub
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サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有 14

時間 発災

車両センサ
道路通行実績データ

①ハザード
液状化発生
確率

斜面崩壊
確率

推定土砂移動域 推定液状化発生域

統合処理（推定）
主要道路＋土砂移動＋液状化

道路通行
可否
プロダクト

小型SAR衛星
土砂移動推定

大型SAR衛星
土砂移動推定

統合処理（推計）
通行実績＋小型衛星推定斜面

統合処理（推計）
通行実績＋小型・大型衛星斜面移動

解析処理（推定）
通行無し区間抽出

数十分 数時間 数時間～半日 半日～１日

国土地理院の
斜面崩壊堆積
分布図を代用

国土地理院の
斜面崩壊堆積
分布図を代用

今回はTomTomの車流データを使用

Ver.1 ハザードによる推定 Ver.2 通行実績による推計 Ver.3 小型衛星追加した推計 Ver.4 小型・大型衛星追加した推計

主要道路沿い
の緊急観測

被災域全体の
広域観測

実動機関の
共有情報

解析処理（推計）

Ver.5 実動機関共有
情報を統合した推計

イメージ

道路通行実績

②インフラ・拠点・施設【道路通行可否】

研究開発テーマA-1 研究開発テーマA-1 サブ課題C

研究開発テーマA-2

＜用途＞
• 実動部隊、外部支援
者派遣ルート検討

• 道路啓かい区間検討

漸次的
被害推計



サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

漸次的被害推計
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液状化発生確率斜面崩壊確率

地震発生

①道路通行可否推計

ハザードから道路通行可否を
自動計算して推計



サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

漸次的被害推計
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①道路通行可否

車流（通行実績）

②道路通行可否（リアルタイム更新）

リアルタイム車流データを用い常時更新

①から通れた道を除外



サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

漸次的被害推計
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②道路通行可否（リアルタイム更新）

SAR衛星
土砂移動推定

③道路通行可否（俯瞰データ活用）

ドローン・ヘリ・航空機

上空からの俯瞰的なデータを用い更新



サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

漸次的被害推計
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災害発生

施
設
情
報
／
事
前
想
定

計
算
に
よ
る
推
計

常時系センサによる常時更新

欲しいタイミングで欲しい情報を提供

ワンショット系センサ



サブ課題A 災害情報の広域かつ瞬時把握・共有

時間 発災

事前 孤立危険度評価

多数の土砂災害や液状化等で道路
が寸断されることが孤立発生の要因

・土砂災害警戒区域・特別警戒区域
・斜面傾斜度（30度以上）
と道路区間データを用いて道路の寸断
可能性を評価し、孤立危険度を評価

道路通行可否プロダクト
推定土砂移動域
と液状化発生域を
使用したプロダクト
（Ver.1）

道路通行実績を
使用したプロダクト
（Ver.2）

道路通行実績と
衛星による土砂移
動域を使用したプロ
ダクト（Ver.4）

統合処理 統合処理 統合処理

推定孤立集落
プロダクト

Ver.1 Ver.2 Ver.3

数十分 数時間～半日 半日～１日

④被災者【孤立発生状況】

19

漸次的
被害推計
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